
を行う。 受付、審査、発行を随時行う。
　・農業経営の実態証明
　・届出受理済証明・許可済証明 当該年度
　・相続税、贈与税の納税猶予に関する適格者証明 執行計画

(3)事業内容 内　　容 　・引き続き農業経営を行っている旨の証明
　・生産緑地に係る農業の主たる従事者の証明
　・農地法の規定に基づく許可を要しない土地の証明（非農地証明） 申請件数 想定値 60当該年度
　・税務署、裁判所からの照会 単位 件

活動結果指標 実績値 80

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 各証明等を審査、調査を行い発行する。 間接 申請、届出のあった適正な発行率 ％ 100 100

令和 4年度 各証明等を審査、調査を行い発行する。 間接 申請、届出のあった適正な発行率 ％ 100

令和 5年度 各証明等を審査、調査を行い発行する。 間接 申請、届出のあった適正な発行率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

農地等の諸証明の発行 農地等の諸証明の発行 30 農地等の諸証明の発行 農地等の諸証明の発行

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 30 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 △18 △18 0 △18 △18

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 18 □特会 ■受益 □基金 □その他 18 30 □特会 ■受益 □基金 □その他 18 □特会 ■受益 □基金 □その他 18
換算人数(人) 0.15 0.45 0.45 0.15 0.15
正職員人件費 1,305 4,005 4,005 1,335 1,335

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,305 4,005 4,035 1,335 1,335
(11)単位費用

21.75千円／件 66.75千円／件 50.44
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

農地法制度等に対応する必要、義務がある。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

農地法に基づく農業委員会の事務であり、証明書等を発行する必要があるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 農地法に基づく事務のため、農業委員会以外では証明書を発

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 行することができない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
証明発行業務のため市民協働にあてはまらない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 証明用紙に再生紙を使用。 証明書の発行にあたり、再生紙（グリーン購入法の総合評価 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 値紙数の総合評価値８６）を使用している。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正な事務の執行による。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,005 △2,700 4,035 100.75
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△206.9

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 申請件数が想定以上であったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.5

％ 10万円 2.48 99.2

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 999 課コード 1401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 農業委員会事務局・農業委員会事務局

個別事業 農地に関する証明事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,005 千円 (うち人件費 4,005 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

農地や耕作の状況等について、農業者及びその他関係機関が必要とする証明。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

農地等の諸証明



及び各種証明書の発行や農地の実態調査をすることで農業上の土地の効率的な
施策目的・

(2)目的 切な維持管理と整備・更新、近代的な農業用機械や施設設備の導入支援など、農業生産基盤と農業経営基盤 事業目的 利用を図ることを目的とする。
展開方向

の維持強化に向けた取り組みを進めます。
毎年１月１日現在で農地の利用状況について、市内在住で1，000㎡以上の農地を所有する者を対象に、世帯 賃借、権利移動の動向等農地に関する情報については、農地を利用される方を始めとする多くの方々に、広
員の状況・営農状況・経営農地等の筆別表を送付して、必要事項を記載したものを返信用封筒により回収し く、有効に活用頂けるよう、農業委員会が、「農地の保有及び利用の状況、賃借等の動向その他農地に関す
、農家台帳・農地基本台帳の修正及び地域ごとの小作地所有状況の一覧表を作成して縦覧に供する。 当該年度 る情報の収集、整理、分析及び提供を行うもの」です。

執行計画
(3)事業内容 内　　容

調査対象件数 想定値 1,100当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 1,050

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 発送した調査表のすべてを、期限内に回収する。 間接 期限内回収率 ％ 76 78

令和 4年度 発送した調査表のすべてを、期限内に回収する。 間接 期限内回収率 ％ 80

令和 5年度 発送した調査表のすべてを、期限内に回収する。 間接 期限内回収率 ％ 81

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

農家台帳システム使用料 462 農家台帳システム使用料 462 462 農家台帳システム使用料 462 農家台帳システム使用料 462
農家台帳システム保守料 198 農家台帳システム保守料 198 198 農家台帳システム保守料 198 農家台帳システム保守料 198
農家台帳システムホスト連携作業委託 209 農家台帳システムホスト連携作業委託 209 209 農家台帳システムホスト連携作業委託 209 農家台帳システムホスト連携作業委託 209
農家台帳ｼｽﾃﾑ仮想ｻｰﾊﾞｰ設定業務委託 198 耕作状況申告書郵送料 205 203 耕作状況申告書郵送料 205 耕作状況申告書郵送料 205
耕作状況申告書郵送料 205 耕作状況申告書返信用封筒印刷代 39 37 耕作状況申告書返信用封筒印刷代 39

＊ 農家台帳システム端末切替設定 55 55

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,272 合　　計 1,168 1,164 合　　計 1,074 合　　計 1,113
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,272 1,168 1,164 1,074 1,113

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.3 0.3 0.2 0.2
正職員人件費 1,740 2,670 2,670 1,780 1,780

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,012 3,838 3,834 2,854 2,893
(11)単位費用

2.74千円／件 3.49千円／件 3.65
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

農地集積、集約化の推進に伴い、農地を有効に活用される為にも農地の保有及び利用の状況、その他農地に関する情報の ●①事前確認での想定どおり
収集、整理、分析を行い、情報提供を行う義務がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

農地法に基づく農業委員会の事務であり、転用の許可・届出や証明書等の発行などに必要な基本情報を収集するため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 農地法に基づく事務のため、農業委員会以外では実施できな

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 い。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民協働になじまない事業である。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 実態調査に使用する用紙を再生紙（グリーン購入法の総合評 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 価値指標の総合評価値８６）を使用している。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
直接的には、環境へ影響を及ぼさない事業である。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
76 78 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

特になし。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 76 97.44
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,838 △826 3,834 99.9
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△27.42

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 農地法に基づく事務のため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.03

％ 10万円 1.98 97.54

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1000 課コード 1401 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 農業委員会事務局・農業委員会事務局

個別事業 農地基本台帳の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成22年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,838 千円 (うち人件費 2,670 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

農業の生産性の維持・向上を図るため、農地中間管理機構等と連携した農用地の利用集積、農業用施設の適 農地の権利移動・転用の確認



集約化、耕作放棄地の発生防止及び農地の違反転用を未然に防止するとともに
施策目的・

(2)目的 関する条例等に基づき、開発行為や建築行為の適正な規制・誘導を進めます。 事業目的 、違反転用の早期発見および迅速かつ適切な是正指導を行うことにより、優良農地を確保する。
展開方向

①担い手への農地利用の集積・集約化、耕作放棄地の発生防止・解消に伴う指導。 ①耕作放棄地及び違反転用未然防止のための巡回パトロールの実施、②耕作放棄地及び違反転用未然防止の
②違反転用未然防止のための啓発活動、③是正指導の調査研究、③違反の是正指導 ためのポスター、チラシの配布、③新規発見および継続中の耕作放棄地への利用意向調査並びに違反是正指

当該年度 導
執行計画

(3)事業内容 内　　容

耕作放棄地への利用意向調査及び違反転用の是正件数 想定値 30当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 35

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 継続中ならびに新規発見の耕作放棄地への利用意向調査の実施並びに違反転用の是正指導を行うことによる、優良農地の確保 間接 耕作放棄地への利用意向調査及び違反転用の是正件数 件 31 35

令和 4年度 継続中ならびに新規発見の耕作放棄地への利用意向調査及び違反転用の是正指導を行うことによる、優良農地の確保 間接 耕作放棄地への利用意向調査及び違反転用の是正件数 件 30

令和 5年度 継続中ならびに新規発見の耕作放棄地への利用意向調査及び違反転用の是正指導を行うことによる、優良農地の確保 間接 耕作放棄地への利用意向調査及び違反転用の是正件数 件 20

「農地利用最適化推進委員」との連携。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

農地利用最適化推進委員報酬 4,800 農地利用最適化推進委員報酬 4,800 4,650 農地利用最適化推進委員報酬 4,800 農地利用最適化推進委員報酬 4,800

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 4,800 合　　計 4,800 4,650 合　　計 4,800 合　　計 4,800
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,800 4,800 4,650 4,800 4,800

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.9 0.6 0.6 0.9 0.9
正職員人件費 7,830 5,340 5,340 8,010 8,010

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,630 10,140 9,990 12,810 12,810
(11)単位費用

421千円／件 338千円／件 285.43
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

農業委員会の法定業務である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

農地法に基づく農業委員会の事務であり、農地利用の最適化を図る上で必要な業務のため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 農地法に基づく事務のため、農業委員会以外ではできない。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民からの情報提供も参考に指導を実施する。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民からの情報提供も参考に行う。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 市の良好な農地の環境を維持するため、耕作放棄地や違反転 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 用を解消することにより、農地の最適化を図る。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
耕作放棄地並びに違反転用を解消することにより、農地の回復を図る。

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
31 35 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

農地パトロール等により耕作放棄地となる前に指導・対応したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 35 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,140 2,490 9,990 98.52
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

農業委員会交付金（県補助金）の一部を充当

19.71

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 耕作放棄地が想定以下であったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.35

件 10万円 0.35 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1001 課コード 1401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 農業委員会事務局・農業委員会事務局

個別事業 農地利用の適正化 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 10,140 千円 (うち人件費 5,340 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

無秩序な開発を防止し、適正な土地利用を実現するため、都市計画法をはじめとする関係法令や開発行為に 担い手への農地利用の集積・



行為に ①耕作目的の農地等の権利移動の制限(３条）、②農地を農地以外のものにする自己転用の制限(４条）、③
施策目的・

(2)目的 関する条例等に基づき、開発行為や建築行為の適正な規制・誘導を進めます。 事業目的 転用目的の権利移動の制限(５条）、
展開方向

　①不耕作目的での農地の取得等、望ましくない権利移動を規制し、農地が農業を主業とする者または主業 ①許可は毎月の２１日から２５日まで受付。
としようと考えている者等の生産性の高い経営体によって利用されるよう誘導するため、権利移動の機会を ②届出は毎日受付。
捉えて土地利用の効率化を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 当該年度
　②農地の農業上と農業以外の利用との調整を図り、優良農地を確保し、住宅・工場等の無秩序な立地によ 執行計画

(3)事業内容 内　　容 る農業環境の悪化を防止し、農業上の土地利用を合理的に行う。

申請件数 想定値 120当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 121

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 農地法の許可基準に基づき審査を行い、許可、不許可を決定する 間接 申請、届出のあった適正な審査執行率 ％ 100 100

令和 4年度 農地法の許可基準に基づき審査を行い、許可、不許可を決定する 間接 申請、届出のあった適正な審査執行率 ％ 100

令和 5年度 農地法の許可基準に基づき審査を行い、許可、不許可を決定する 間接 申請、届出のあった適正な審査執行率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

農業委員報酬 6,720 農業委員報酬 6,720 6,720 農業委員報酬 6,720 農業委員報酬 6,720

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 6,720 合　　計 6,720 6,720 合　　計 6,720 合　　計 6,720
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,720 6,720 6,720 6,720 6,720

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.6 0.6 0.5 0.5
正職員人件費 4,350 5,340 5,340 4,450 4,450

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 11,070 12,060 12,060 11,170 11,170
(11)単位費用

92.25千円／件 100.5千円／件 99.67
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

農地法による業務および任意業務を効果的に執行することにより、農地の適正な管理が図られ、優良農地の確保ができる ●①事前確認での想定どおり
。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

農地法に基づく農業委員会の事務であり、農地の権利移動や農地転用などを審議するため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 農地法に基づく農業委員会の事務であり、農地の権利移動や

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 農地転用などを審議するため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
法による許可・不許可の決定、届出事務のため、市民協働にはなじまない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 農地の乱開発を防止することにより、環境保全を図ることが 市の良好な農業の環境を維持するため、農地利用の最適化を ●①想定どおり
□②生き物と共存している できる。 図っている。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

法に基づき適切な対応を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,060 △990 12,060 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

農業委員会交付金（県補助金）の一部を充当。

△8.94

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.83

％ 10万円 0.83 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1002 課コード 1401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 農業委員会事務局・農業委員会事務局

個別事業 農地法３条・４条・５条の許可及び４条・５条の届出 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,060 千円 (うち人件費 5,340 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

無秩序な開発を防止し、適正な土地利用を実現するため、都市計画法をはじめとする関係法令や開発



果的に執行する。
施策目的・

(2)目的 関する条例等に基づき、開発行為や建築行為の適正な規制・誘導を進めます。 事業目的 権利移動を規制し農地の適正管理を図る。
展開方向

毎月、申請のあった案件に対し、事前審査、部会、総会を開催する。 月1回の事前審査、部会、総会の開催。
　・事前審査・・・事務局より会長、職務代理者、部会長へ、申請案件を報告し審査する。
　・部会・・・・・部会委員と事務局で現地調査等を実施し、当事者から事情聴取し、申請案件を審査し、 当該年度
　　　　　　　　　総会へ報告する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 　・総会・・・・・申請案件に対し慎重審議を行い答申をする。

定例会の開催数。 想定値 12当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 12

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 総会等を開催し権利移動等を適切に審査することにより、適正な農地の管理が図れるよう支援する。 間接 適正な審議が行われる準備率（現地調査・資料の提供） ％ 100 100

令和 4年度 総会等を開催し権利移動等を適切に審査することにより、適正な農地の管理が図れるよう支援する。 間接 適正な審議が行われる準備率（現地調査・資料の提供） ％ 100

令和 5年度 総会等を開催し権利移動等を適切に審査することにより、適正な農地の管理が図れるよう支援する。 間接 適正な審議が行われる準備率（現地調査・資料の提供） ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

ﾊﾟｰﾄ会計年度任用職員（ﾃﾞｰﾀ整理員） 会計年度任用職員報酬 会計年度任用職員報酬 会計年度任用職員報酬
720千円×１人 720 681千円×１人、1,488千円×期末１人 2,274 2,268 681千円×１人、1,488千円×期末１人 2,330 681千円×１人、1,488千円×期末１人 2,330
旅費 22 旅費 100 93 旅費 100 旅費 100
会長交際費 10 社会保険料 247 248 社会保険料 247 社会保険料 247
事務消耗品費 99 会長交際費 10 0 会長交際費 10 会長交際費 10
公用車燃料費 69 事務消耗品費 141 141 事務消耗品費 99 事務消耗品費 99
農業委員会だより印刷費 105 公用車燃料費 61 56 公用車燃料費 62 公用車燃料費 61

実施内容 コピー機チャージ料 99 農業委員会だより印刷費 92 70 農業委員会だより印刷費×２ 184 農業委員会だより印刷費 92
総会会議録用テープ翻訳料 198 コピー機チャージ料 99 84 コピー機チャージ料 99 コピー機チャージ料 99

(8)施行事項
費　　用 複写機使用料 26 総会会議録用テープ翻訳料 198 122 総会会議録用テープ翻訳料 198 総会会議録用テープ翻訳料 198

有料道路・駐車場使用料 15 複写機使用料 8 79 複写機使用料 8 複写機使用料 8
（９月補正で減額） △12 有料道路・駐車場使用料 15 0 有料道路・駐車場使用料 15 有料道路・駐車場使用料 15
委員県外視察費（バス借上げ料） 80 委員県外視察費（バス借上げ料） 88 0 委員県外視察費（バス借上げ料） 88 委員県外視察費（バス借上げ料） 88
（９月補正で減額） △80 公用車リース料 304 304 公用車リース料 304 公用車リース料 304
公用車リース料 303 東葛飾農業委員会連合会負担金 65 0 東葛飾農業委員会連合会負担金 75 東葛飾農業委員会連合会負担金 75
東葛飾農業委員会連合会負担金 75 千葉県農業会議負担金 153 153 千葉県農業会議負担金 153 千葉県農業会議負担金 153
千葉県農業会議負担金 153 研修負担金 23 23 研修負担金 23 研修負担金 23

予算(決算)額 合　　計 1,882 合　　計 3,878 3,641 合　　計 3,995 合　　計 3,902
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 67 ％ 1,329 補助率 67 ％ 1,329 0 補助率 67 ％ 1,329 補助率 67 ％ 1,329
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 391 2,387 3,641 2,504 2,411

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 162 □特会 □受益 □基金 ■その他 162 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 162 □特会 □受益 □基金 ■その他 162
換算人数(人) 0.45 0.65 0.65 0.45 0.45
正職員人件費 3,915 5,785 5,785 4,005 4,005

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,797 9,663 9,426 8,000 7,907
(11)単位費用

483.08千円／回 805.25千円／回 785.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

農地法による業務及び任意業務を効果的に執行することで、農地の適正管理が図られ優良農地の確保が出来る。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

農地法に基づく農業委員会の事務であり、農地の権利移動や農地転用などの許可に関する事項を審議するため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 農地法に基づく農業委員会の事務のため、農業委員会以外で

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 は実施できない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
農業委員会を通じ市民の意向を反映させる。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 農地の適正な管理により、環境保全に努める。 市の良好な農業の環境を維持するため、農地の権利移動など ●①想定どおり
□②生き物と共存している を審議している。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

農地法に基づく農業委員会の事務を適切に執行した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,663 △3,866 9,426 97.55
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

農業経営基盤強化事務取扱交付金（県補助金）及び農業者年金事務取扱交付金の
充当

△66.69

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.03

％ 10万円 1.06 102.91

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1003 課コード 1401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 農業委員会事務局・農業委員会事務局

個別事業 農業委員会の運営管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成22年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.65 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,663 千円 (うち人件費 5,785 千円）⑦事業費
総事業費 10,992 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

無秩序な開発を防止し、適正な土地利用を実現するため、都市計画法をはじめとする関係法令や開発行為に 法令業務を効


